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1．欧州経済統合の現状

(1) ECとEFTA・EEA ～ EC域内市場の拡大

　1950年代、三つの欧州共同体（EC）が設立されると、その緊密な経済統合を支持しなかった西欧諸国は、EFTAを発足させるが、EC統合が発展し、ブロック形成の動きが加速すると、EFTAはECに歩み寄るようになる。1970年代、個々の加盟国とEC間では自由貿易協定が締結されるが、1994年にはEEAが発足する。これは、実質的にEC域内市場の拡大に当たる。なお、国内の国民投票の結果を受け、スイスはEEA加盟（またEU加盟）を断念せざるをえなかったが、EUとの結びつきは他のEFTA加盟国よりも強く、1999年と2004年、15項目にわたる協定が締結されている。

 (2) 冷戦終結後の欧州経済統合

　冷戦終結後は、ECのみならず、EFTAも旧共産圏諸国との関係を強化し、多数の自由貿易協定ないし連合協定を締結している。これらは、人の移動の自由、知的所有権の保護だけではなく、環境・消費者保護・社会政策に関する規定を網羅している点で現代的であるといえるが、サービス（特に金融）や農産物の自由化は、従来どおり、発展していない。サービスについては、2004年5月のEU東方拡大後、新旧加盟国間で大きな軋轢が生じており（独仏は、賃金の安い中東欧諸国からの労働者の大量移入を警戒している）、経済統合が最も進んだEU内でも政策の進展は滞っている。
2．モノの貿易 ～ 原産地規則

　前述した課題はあるものの、モノの貿易に関しては自由化が高度に発展している。ある加盟国で適法に流通されている物品は、他の国でも流通されなければならないとするEC裁判所の判例法理は、EEAの基本原則にもなっている（なお、この原則はサービスの流通には適用されない）。
　EEA（およびEU）は、域内の貿易障壁を撤廃する一方で、第3国からの輸入については関税を課しているため、域内産と域外産を区別することが重要になる。この点に関し、EEAは一つの領域に当たると解されており、例えば、①第3国産の cotton yarn をポーランドに輸出し、cotton fabric が生産されるとき、それはポーランド産（ないしEEA産）として扱われないが、それをノルウェーに輸出し、garment に仕上げる場合、EEA内における全工程を考慮し、EEA産（ノルウェー産）とみなされる（full cumulation）。

繊維の原産地規則

fibre ⇒ 　yarn 　⇒ 　fabric　 ⇒　 garment

　　　　　　　　　第3国産　　　　ポーランド産　　　　ノルウェー
　　　　　　　　　　　　　　　　として認定
されない


　※ fabric は、fibre から加工する場合にのみ、原産地の認定を受ける。しかし、
　　　　　　 yarn から加工する場合であれ、EEA内で、yarn ⇒ fabric ⇒ garment




 と加工されていれば、EEA産として認定される。
他方、EEAに加盟していないスイスとEEAとの間では、full cumulation ではなく、diagonal cumulation が行われる。つまり、EEA加盟国産の物品を用い、スイスで製品を作るときは、スイス産として認定される。しかし、下記のケースで、スイスとノルウェーにおける工程は全体として考慮されないため、garment はEEA産（ノルウェー産）とみなされない。
fibre ⇒ 　yarn 　⇒ 　fabric　 ⇒　 garment

　　　　　　　　　　第3国産　　　　スイス　　　　ノルウェー
　日本がスイスと自由貿易協定を締結する場合、両国間では、一般に、bilateral cumulation が行われる。そのため、日本製の部品を用い、スイスで新製品を作るときは、スイス製と認定されることが可能である。この場合は、スイス・EC間の自由貿易協定に基づき、ECに輸出される際、製品は特恵待遇を受けることができる。もっとも、完全な商品としてスイスに輸入され、スイスで加工されない日本製品は、スイスが原産地に指定されない限り、優遇されない。

　また、前述した diagonal cumulation に基づき、スイス産の部品とノルウェー産の部品を使用し、ドイツで製品を作るときは、ドイツ産として認定されるが、部品が日本製とスイス産である場合には、ドイツ産として認定されるとは限らない。

　　　　　　　　　　
